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今日は，世界や，アジア，日本の人口の構造変
化が，20年後，30年後，私たちの住む社会をどう
変えていくか，という話をしようと思っていま
す．
学生のあなた方が活躍する社会は，現在とは相
当が変わった社会になることは間違いありませ
ん．それについては，『消費するアジア』や『老
いてゆくアジア』でも示しました．この本には，
将来が現在とはまったく違う社会になる兆しを示
し，その対処を今から始めるべきだという思いを
込めました．
世界の秩序が大きく変化しているという点から
話を始めましょう．
図1は，世界全体に占める先進国と途上国の経
済規模の比率の変化をみたものです．図が示すよ
うに戦後，先進国が世界の富のほとんどを産出し
てきました．しかし，その構造は，近年大きく変
化しているのです．

1990年代までは，世界人口の15％ぐらいしかな
い先進国が世界の8割の富を産出していました．
逆に，人口の85％を占める途上国は2割の富しか
生み出していなかった．このような時代が長い間
続きました．この富める国と貧しい国の二極化し
た世界秩序は，多くの先進国が北半球に位置し，
他方，途上国の多くが南半球にあることから，「南

北問題」と呼ばれました．これが，私が学生時代
に学んだ世界秩序です．
その構造は，2000年以降，急速に変化していま

す．先進国経済が世界全体に占める比率は65％に
低下し，他方，新興国・途上国経済は35％に上昇
しました．このような傾向が10年ちょっと続け
ば，新興国・途上国の経済規模が先進国と肩を並
べるようになります．10年後といえば，皆さんは
30代半ばです．さらに10年後，皆さんが40代半ば
になる頃には，新興国・途上国の経済規模が圧倒
的に大きい時代になります．これは夢物語ではあ
りません．新興国・途上国には世界の85％の人が
住んでいるわけですから，すべての条件が同じに
なるならば，新興国・途上国の生み出す富が8割
を超えてもよいことになります．
私たちは，そのような激動の時代の最中にある

んだということをまずご確認ください．
次に，アジアに視点を移しましょう．
新聞やメディアで「21世紀はアジアの時代」と

いうメッセージをよく聞くことでしょう．アジア
地域の経済成長は世界のなかでも抜きんでて高
く，アジア開発銀行は，順調にいけば，2050年に
は，アジアは世界のGDPの半分を占めるだろうと
言っています．
注意したいのは，アジアのなかで経済の牽引役

（資料）IMF, World Economic Outlook, October 2013

図1　名目GDPのシェア
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の多様化が進んでいることです．
1990年代まで，日本は，アジア地域における唯
一のリーダーでした．
図2をご覧ください．これは日本の経済規模と
アジアの経済規模を比較したものです．ここでい
うアジアは，韓国，台湾，香港，シンガポール，
中国，タイ，マレーシア，インドネシア，フィリ
ピン，ベトナム，インドというたくさんの国を含
んでいます．
つい最近まで，これらアジアの国々を合計した
額よりも，日本の経済規模は大きかったんです．
1990年時点では2倍の格差があったんです．とこ
ろが，2004年に追いつかれて，2010年には，中国
が単独で日本を追い越し，世界第2位の経済大国
になりました．2011年には，逆にアジアの経済規
模が日本の2.2倍となっています．2018年には3.8
倍になります．つまり，アジアの中の日本のシェ
アがどんどん小さくなる時代に突入しているので
す．こういう時代のなかにあって，いつまでも
「日本だけがアジアのリーダーだ」と思っている
と，大きな間違いを起こします．たとえば，日本

は技術大国だと言うけれども，技術大国がなぜ韓
国企業や台湾企業に技術面で負けるのか，真剣に
考えた方がよいと思います．
このようななか，私たちは，アジアの将来を見

通し，日本の立ち位置を考えるために，今までの
枠組みを捨て，新しい枠組みを持たないといけな
いと思っています．
今後，アジアがどう変わっていくのかについ

て，今日は，人口動態からお話してみたいと思う
のです．最初にアジアの人口動態について説明
し，この人口構成の変化がアジアの経済成長にど
のようなインパクトを与えるのかについて解説し
ます．その上で，アジア新興国・途上国で，実際
に経済成長しているのは国ではなく，人口流入の
多い大都市だということをお話しします．そし
て，近い将来，高齢化がアジアの成長を抑制する
可能性があることを指摘し，最後に，このような
人口動態が政治不安の原因になる可能性があるこ
とに触れたいと思います．

（注） アジアは，NIES（韓国，台湾，香港，シンガポール），中国，ASEAN5（タイ，マレーシア，イン
ドネシア，フィリピン，ベトナム），インド

（資料）IMF, World Economic Outlook Database October 2013 Edition

図2　名目GDPの推移
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アジアで進む少子高齢化

世界人口は，20世紀の100年の間に4倍に増えま
した．このような急速な人口増加は，「人口爆発」
と呼ばれました．そして，1960年代，1970年代は，
このような人口増加が続けば，世界の資源が枯渇
してしまうことが真剣に議論されました．現在，
「温暖化を防ぐために二酸化炭素の排出を規制し
なければいけない」と，世界中で議論されている
のと似ています．私が小学校生のころ，見た雑誌
には，人口が急増して将来，住む場所がなくなる
というような過激な表現もあったように覚えてい
ます．
その後，多くの途上国が人口抑制策に取り組ん
だ結果，人口爆発は回避されました．たしかに今
後も世界人口は増加し続けます．現在の世界人口
は70億人ですが，21世末には110億人ぐらいにな
ると見込まれています．しかし，人口増加のペー
スは鈍り，21世紀末の人口増加率はほとんどゼロ
になります．
内訳をみますと，先進国では人口は減少し，低
所得国では人口が増え続けます．興味深いのは，

その間の中所得国・新興国の人口も減少に向かう
ことです．
人口減少は日本を含め先進国特有の問題のよう

に思っている人が多いと思いますが，とくにアジ
アでその傾向が顕著です．中国とインドという人
口大国を含むアジアの人口は2030年代に減少に転
じるのです．それほど遠い未来の話でしょう．
この新興国・中所得国の人口減少は，人口学者

も予見できなかったことです．人口学者は，経済
社会が発展すれば，途上国において出生数が減る
ということは想定していたのですが，出生率は人
口が安定する水準で止まると考えていたのです．
人口が安定的に推移するためには，合計特殊出生
率（女性が生涯に出産する子どもの数）は2.1が
必要です．しかし，先進国の多くはすでにこの水
準を下回っています．日本は，1.35ですね．そして，
韓国，台湾，香港，シンガポールは日本より低い
のです．そのほか，タイや中国でも1.5という低
水準にあります．
合計特殊出生率が長期間，2.1を下回ると，そ

の国の人口はやがて減少せざるをえません．それ
が永遠に続けば，こんなことはありえませんが，

図3　世界人口の推移（1950-2100年）
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その国は消滅します．では，なぜ合計特殊出生率
がこのような低水準になってしまったのでしょう
か．
ここでは，子供を持つことの効用と不効用によ
り，子供の数が決まるという「ライベンシュタイ
ンモデル」から考察してみましょう．効用が高け
れば子どもの数は増え，不効用のほうが高ければ
子どもの数は減るというものです．
子どもを持つことの効用として，まず子どもを
持つこと自体の幸福感があげられます．これは世
界中変わりません．子供の死亡率が高かった時代
において，2人の子どもがほしい家族は，それよ
りもたくさんの子どもを出産する必要がありまし
た．しかし，医療の発展，栄養状態の改善から子
どもの死亡率が下がった現在では，多くの子ども
を出産する必要がなくなりました．
第2に，子どもをもつ効用としては，子どもの
労働もしくは所得への期待があります．これも急
速に薄れてきています．コメを主食とするアジア
では，稲刈りや田植えで，たくさんの人手が必要
になります．かつて日本でも田植えと稲刈りの時
期は小学校が休みになったと聞きます．農家では
子どもは重要な働き手だったんです．つまり子ど
もをたくさん持つことが，豊かになる手段と考え
られていました．アジア全体で，農家が減り，し
かも機械化が進んだ結果，子どもを労働力として
期待することはなくなりました．第3に，子ども
は将来，自分の面倒見てくれる効用があります
が，その期待は日本でもアジアでも裏切られてい
ます．
このように効用が低くなったのに加えて，子ど
もを持つことによる不効用が高まっています．一
つ目は子育てによる直接費用の増大です．衣食住
の費用や教育費などが，これに相当します．子ど
もの数が据えるほど，生活費がかさむことはいう
までもありません．二つ目は，子育てによる機会
コストの増大．つまり，子どもを育てる間，親は
職を辞める必要があるかも知れない．自分のした
い事もできないと考えるかもしれません．このよ
うに子どもを育てる費用が急速に上昇しているの
が現代です．
しかし，これだけでは，合計特殊出生率が2.1

を下回ることを説明はできないと思うのです．女
性の高学歴化，社会での地位向上から初婚年齢が

上昇したことも影響を及ぼしていると思います．
また，未婚率も上昇しています．これには，都市
部の人たちの結婚観の変化が反映されていると
思っています．男女とも結婚することのコストや
リスクを考えるようになった．つまり，結婚の機
会コストが上昇しているのです．現代社会は，ひ
とりの生活のほうが楽しいのかも知れません．
学歴社会の浸透も出生率の低下の原因と思われ

ます．途上国では，どのような会社に勤めるか，
どのような職業に就くかによって，生涯収入が3
倍，5倍，あるいは10倍違うような社会です．た
とえば，外資系金融会社の勤めた人と，天候に左
右される農業を営む人では，実際10倍以上の所得
格差が生じています．多くの収入を得るために必
要なのは，そのような会社にエントリーすること
で，そのためには学歴が必要になります．農家で
は，子供に農家の仕事を継がせるよりも，疲れた
ら休めるような事務員の仕事でもさせたいという
意見をよく聞きます．そのために，子どもたちに，
小学校よりも中学校，中学校よりも，できれば高
校，大学に行かせる必要があります．しかし，教
育にはおカネがかかる．低所得の農家ではたくさ
んの子供に，そのような機会を与える訳にいかな
いから，当然子どもの数は減る事になります．そ
の結果，低所得の農家でも出生率が低下すること
になります．
都市でも同様です．バンコクでもソウルでも，

10時，11時まで子どもたちは塾に通っています．
たとえば，英語ができれば，生涯収入が増える可
能性が広がります．アメリカに留学し，MBAと
いうマネジメントの修士号を取れば生涯収入が2
倍，3倍，4倍になる可能性がある．このようなか．
中国や東南アジアの人達は，すごい勢いで英語を
学んでいます．日本では英語がうまくなっても，
給料にはほとんど反映されません．日本人の英語
がうまくならない原因の一つは，このような環境
の違いにもあるのでは，と思っています．
このような低水準の出生率が長期間続きます

と，高齢化が進展します．高齢化とは，高齢者の
数が増えているという点，高齢者を支える人の数
が減るという点の二つに目を向ける必要がありま
す．
さて，高齢化が世界一進んだ国，それが日本で

すね．2011年の高齢化率（65歳以上の人口比率）
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は23.2％で，2975万人に達します．国立社会保障・
人口問題研究所の推計によれば，2050年には
38.8％，3464万人に増加する見込みです．
日本は世界一，高齢化のスピードが速かった国
といわれています．たとえば，高齢化率が7％か
ら14％になるまでに要した年数は25年でした．ち
なみに，フランスは115年，スウェーデンは85年，
イギリスは47年，ドイツは40年ですから，日本で
は，高齢化の進展がいかに早かったことがわかり
ます．そのため，高齢化対策が遅れたといわれて
います．ところが，アジアの国々は，日本より速
いか同じぐらいのスピードで高齢化が進んでいき
ます．たとえば，国連の人口推計（中位推計）に
よれば，韓国は19年，シンガポールは22年，台湾
は23年しかかかりません．タイは20年，インドネ
シアは22年，中国は26年です．皆さんが，私の年
齢になるころには，アジアの国々で高齢化が大問
題になっているでしょう（図4）
高齢化や人口構成の変化が社会にどのような影
響を与えるかは，人口ピラミッドを見れば直感的
に分かります．若い方から年齢別に人口を積み上
げると，ピラミッドのようになるので，人口ピラ
ミッドと名付けられたわけですが，現在では，子
どもの数が少なく，ピラミッドとは呼べない形態
をしています．人口ピラミッドと名付けた人は，

まさかこんな形になるとは思わなかったでしょう
（図5）．
少子高齢化なんて恐くない，人口減少なんて恐

くないと主張が多々ありますが，人口ピラミッド
の変化をみると，経済社会への影響は大きいこと
は明らかです．

人口構成が経済社会に及ぼす影響

このように出生率の低下に伴う人口構成によっ
て経済社会はどのような影響を受けるでしょう
か．出生率が低下したからといって，すぐに高齢
化率が上昇する訳ではありません．しばらくの
間，社会は働き勝手のある人が多い活力のあるも
のになります．
人口構成の変化が経済に及ぼす影響は甚大で

す．
たとえば，子どもが多過ぎる国では，経済成長

は容易ではありません．低所得国の人口構成をみ
ますと，年少従属人口（0～14歳）が全人口の
40％を超える場合があります．このような社会で
は，子どもを育てるのが大変で，貯蓄どころでは
ありません．6人も7人も子どもがいる世帯では，
子供を育てるだけで大変ですね．国も同様です．
貯蓄ができなければ投資ができない．投資ができ
なければ新しい生産設備も買えませんから，生産

図4　東アジアの高齢化の倍加年数
（年）
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日本 1970 1995 25
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香港 1984 2013 29

シンガポール 1999 2021 22

中国 2001 2027 26

タイ 2002 2022 20

マレーシア 2021 2045 24

インドネシア 2023 2045 22

フィリピン 2035 2070 35

ベトナム 2016 2033 17

Source: ＵＮ, World Population Prospects: The 2012 Revision
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性は上がりません．生産性が高まらなければ，所
得は増加しません．所得が増加しなければ，貯蓄
ができません．そのような悪循環に陥るわけで
す．これは「貧困の悪循環」と呼ばれるものです．
だから，多くの途上国政府は，まず人口は減ら
さないといけないと認識し，1970年代に人口抑制
策に踏み切ったわけです．
出生率が低下すると，生産年齢人口（15～64歳）
の比率が高い社会になります．これは一転して，
経済成長を後押しする人口構成です．日本で言え
ば「ALWAYS 3丁目の夕日」という映画が対象と
した時代で，若者が多い活気溢れる社会になりま
す．人口爆発の時代から高齢化が加速する時代の
間に，30年から50年の間，そういう経済成長を促
進するような時代が訪れます．このように人口構
成が経済成長を後押しすることを人口ボーナスと
言います．アジアの世紀とも呼ばれる現在は，ア
ジア諸国が人口ボーナスを享受できる時代にある
ことに影響を受けています．
ただし，この人口ボーナスは，永遠に続くもの
ではありません．生産年齢人口の比率が低下に転
じた時点を人口ボーナスの終わりとするならば，
残念ながら日本の人口ボーナスは終わっていま
す．日本の生産年齢人口の増加率と経済成長率の
推移をみると見事な相関を示しています（図6）．
韓国の場合も，日本ほどではありませんが，やは
り生産年齢人口の増加率の低下に伴って成長率は
低下傾向にあります．
現在，韓国企業は元気です．だから韓国経済も
大丈夫だろうという意見もありますが，私は心配

です．なぜなら，10年前の日本と似ているからで
す．10年前の日本経済は低迷していましたが，元
気な日本の企業がたくさんありました．しかし今
は国も企業も元気がありません．韓国の将来は例
外であってほしいものです．
人口ボーナスのプロセスは，簡単に説明する

と，子どもの数が減ることで養育負担が減り，加
えて労働力が増加し，貯蓄も増えるというもので
す．人口ボーナスが終わると，これと逆にプロセ
スが稼働します．つまり，労働力が減少し，貯蓄
も減る．高齢者が増えるため医療や年金などの負
担が社会にかさむようになります．これを人口
ボーナスに対して人口オーナスと言います．オー
ナスとは「負荷」という意味です．人口ボーナス
は経済成長を促進しますが，オーナスは経済成長
を抑制するように作用するのです．
残念ながら，日本は1992年で人口ボーナスが終

わり，人口オーナスの時代にあります．1990年代
以降は，バブル崩壊後の「失われた20年」と言わ
れていますが，このころに人口ボーナスは終わっ
ています．これに従えば，香港，中国では2010年
に，シンガポールでは2012年に人口ボーナスが終
わっていることになります．韓国やタイは2013年
ですから今年，台湾は2014年で来年に終わると見
られています．
注意してほしいのは，人口ボーナスが終わる時

点に，それぞれの国がどこまで成長しているかと
いう事です．日本だけでなく，韓国，台湾，香港，
シンガポールは，人口ボーナスが終了する時点に
は高所得国に移行しています．ところが，中国や，

図5　日本の人口ピラミッド

（資料）UN, World Population Prospects: The 2012 Revision
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タイは高所得国になる前に人口ボーナスが終わっ
てしまいました．そして，これらの国では高齢化
が進み，人口オーナスの期間に突入します．中国
やタイを含む東南アジア諸国では，低所得のなか
で高齢化が進むということに注意してください．
つまり，私たちの高齢化と同じように考えてはい
けないのです．
皆さんのなかには，新興国・中所得国で高齢化
が進むなんて信じられないという人がいるでしょ
う．とくに中国や東南アジアに実際に旅行したこ
とのある人は，そう思うに違いありません．上海
でも，バンコクでも，ジャカルタでも，シンガ
ポールでも，町を歩いているのは若い人ばっかり
で，活気があるますから．しかし，みなさんが見
ているのはアジアの一部でしかありません．
たとえば，タイの首都バンコクの景観は，先進
国となんら変わりはありません．タイの一人当た
りGDPは5000ドルで，日本は4万ドルですから8分
の1ですが，バンコク中心部の景観は，一人当た
りGDPが2万ドルぐらいの光景です．途上国で
あっても，首都周辺は先進国化しています．
私たちはアジアのある国の経済状況を知ろうと
する際に，まずその国の統計を見ます．たとえば，
タイでのビジネスを考える際に，まずタイの国家

統計に当たります．そこには一人当たりGDPが
5000ドルの中所得国と書かれています．そうか日
本の8分の1かと早合点してはいけません．たとえ
ば，日本企業がタイの国である商品を売ろうとす
る際に，実際にターゲットとするのは首都バンコ
ク周辺です．その際に国の統計は全くあてになり
ません．
国レベルでみれば，「日本は先進国で，タイは

途上国」ですが，バンコクには私よりも収入が多
い友人がたくさんいます．そのような都市にいる
限り，少子高齢化を実感することは困難です．
これは大事なことなので，もう少し話を続けま

す．
21世紀は，世界レベルで都市が急速に拡大する

世紀です．
2008年に世界の都市人口が50％を超えました．

これまでの世界は農村が主体で，都市は例外的な
存在でした．しかし，これからは都市が当たり前
になり，農村が例外な存在になる．皆さんが活躍
する世界は，農村主導ではなくて都市主導の社会
です．

21世紀の特徴は，これらの都市が点在するので
はなくて，都市と都市が結合してメガリージョン
を形成するということです．メガリージョンとい

図6　日本の人口ボーナス

（出所）国連人口推計、World Development Indicators

▲ 1

0

1

2

3

▲ 5

0

5

10

15

1960 1970 1980 1990 2000 2010

実質GDP成長率（3ヵ年移動平均左軸）

生産年齢人口増加率(右軸）

（％） （％）

（年）

- 7 -



うのは，都市でもない，国でもない，新しい経済
単位です．たとえば中国で見ると，北京とか天津
を中心とする渤海湾経済圏，上海を中心とする長
江デルタ経済圏，香港，広東省の深圳，広州など
の珠江デルタ経済圏．この三つのメガリージョン
があって，各地域の人口は約1億人で，一人当た
りGDPが1万ドルを超えている．ですから，中国
は一つの経済ではなくて，3つの経済圏としてと
らえることができます．
これらメガリージョンは，優秀な人をひきつけ
急速に領域を拡大してきました．上海の人口は
2100万人ですが，そのうち800万人が他の地域か
らの流入人口です．人の移動がメガリージョンを
形成し，力を持ったメガリージョンはさらに人を
引きつけるという循環にあります．
このメガリージョンという現象は，中国と比べ
て小ぶりですが，タイにも当てはまります．タイ
の一人当たりGDPは5000ドルですが，バンコクを
中心に一人当たりGDPが1万ドルを超える地域の
人口は1400万人を有します．
他方，地方・農村には一人当たりGDPが2000ド
ルに達しない県が44県も存在します．その人口は
3000万人を越えます．「タイは一人当たり5000ド
ル」という国レベルの統計の数字は，バンコクの
現状も表していなければ，地方・農村の実態も表
していません．このようななか優秀な人，おカネ
儲けのうまい人，そして若い人がバンコク周辺に
集まり，その結果，地方・農村は疲弊し，高齢者
が増えてくる．
これは日本にも当てはまります．日本は，2005
年から人口減少社会に突入していますが，東京圏
ではそれほど顕著な人口減少は起きていません．
むしろ人口増の傾向さえ確認されます．顕著に人
口が減少しているのは地方です．日本経済は，「失
われた20年（20年間ほとんど成長していない）」
といわれますが，東京にいるかぎり実感できませ
ん．丸の内界隈のビルは毎年のように建て替わっ
ているし，ディズニーランドも毎年記録を更新す
るほどの盛況です．しかし，地方に旅行しますと，
シャッターの閉まったまま商店街など20年前，30
年前の景観そのものが残っているところが多くあ
ります．
少子高齢化のなかでの人口移動の加速により，
都市と地方の格差拡大は，日本を含めてアジア，

いや世界中で起こっている現象なのです．
つまり，上海やバンコクなどでは，中国やタイ

という一国の人口ボーナスが終わっても，実際の
人口ボーナスが続く可能性があります．それは若
い人たちを引き付け，これらの地域が若い人口構
成を持ち続けるからです．他方，若い人口が流出
する地方・農村では人口ボーナスはとっくの昔に
終わっている可能性があります．その結果，地
方・農村で高齢化が加速し，都市と地方・農村の
所得格差がさらに拡大する可能性があります．
中国の省の人口は，国レベルの規模を持ちま

す．たとえば広東省は1億人と日本の人口と比べ
ても遜色ありません．しかし，そのような国単位
の人口を持つ省のうち，安徽省，広西チワン族自
治区，四川省，貴州省で人口減少が認められます．
これは出稼ぎの影響であることは明らかです．そ
の受け手である広東省の人口は10年間で1200万人
以上増えています．中国が国レベルで人口減少に
転じるのはまだ先のことですが，人口が減少した
省では，今後高齢化が加速する可能性がありま
す．

アジアの高齢化はどこで起こるのか

アジアの高齢化はどこに起こるのかといえば，
都市ではありません．すでにお話したように都市
は，地方・農村から若者を引き寄せ続けるので，
出生率が低いにもかかわらず，その高齢化の進展
は遅いものになります．
中国のケースでお話しましょう．上海市の合計

特殊出生率は長い間，1さえも下回る低水準にあ
りました．その結果，2000年時点で高齢化率は
11.5％と，直轄市・省・自治区のなかで一番高かっ
たのです．ところが，2010年はというと全国で第
6位に後退し，高齢化率はなんと10.1％に低下し
ています．これは若い人達が，上海に移動してき
た結果です．他方，広東省への出稼ぎの多い重慶
市の高齢化率は，2000年には8％で第7位だったの
ですが，2010年には11.7％に上昇し，第1位にな
りました．とくに重慶市の農村の高齢化率は8.2％
から14.5％に上昇しました．先ほど高齢化率が7％
から14％になるのに日本は25年かかったと言いま
したけれども，重慶市の農村ではその半分くらい
の年数で倍になったと考えられます．ちなみに重
慶市の農村の人口は130万人を超えています．こ
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のような中国の農村の高齢化を誰が支えるのかと
いう問題が生じるわけです．
中国では都市と農村では，高齢化はまったく異
なる状況で起こります．図7は，横軸が家計所得
を，縦軸は高齢化率を示し，バブルの大きさは高
齢者の人口規模を示しています．都市では，高齢
化が進んでいますが，所得の伸びが大きいのが特
徴です．他方，農村では所得の伸びは小さいなか
で高齢化率が急速に上昇しています．バブルの大
きさは，農村で大きく，農村の高齢化が深刻化し
ていることがわかります．
日本では，多くの若い人たちが東京，大阪，福
岡などの都会に移動し，そこで高齢化したため，
今後都市で高齢化が深刻化しますが．中国やタイ
では，地方・農村で高齢化が深刻化します．地方・
農村では，若者が都市に流出するため，活力を失
い所得が伸びなくなるという，やっかいな問題が
起こります．このような高齢者を誰が支えるのか
については，答えは見つかっていません．
このようななかで国民全体を対象とした公平な
社会保障制度を構築するのは容易ではありませ

ん．まず国民の合意形成が困難です．
日本が国民皆医療制度なり，年金制度を導入し

た際の地域間格差は小さいものでした．一人当た
り国民所得をみると，第1位の東京都と最下位の
鹿児島県の間には3.2倍の格差しかありませんで
した．平均世帯所得では，農村の方が高かったと
いうデータもあります．つまり公平な社会保障制
度を構築しやすい環境にありました．
ところが中国の場合，第1位の天津市と最下位
の貴州省の格差は4.7倍あります．タイでは第1位
のラヨーン県と最下位のシーサケット県の格差は
30倍を超えます．中国やタイにおいて公平な社会
保障制度を導入する場合，都市から地方・農村へ
の所得移転は不可避です．これは「中所得国のワ
ナ」の一つだと思います．
「中所得国のワナ」というのは，新興国・中所

得国が高所得国になる前に成長が鈍化するという
もので，労働集約的な産業構造や遅れた人的資本
開発，未整備なインフラ環境，国家が主導する非
効率な企業経営などが原因として指摘されていま
す．それを回避するためには，特化した産業構造

（注）円の大きさは高齢人口の規模
（出所）中国人口普査資料（2000，2010年），統計年鑑より大泉作成
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の構築，技術革新（イノベーション）の促進，高
等教育や研究機関などを通じた人的資本開発の強
化などがメニューにあがっています．しかし中所
得国が抱える事態は，もう少し複雑です．
つまり，高所得国になる前に高齢化が深刻化し
てしまうからです．そのほか，グローバル化が進
行するなかで，人，モノ，カネが，かつてのよう
に国内を循環しないことにも注意が必要です．た
とえばフィリピンの農村で生まれた優秀な人は，
農村ではなく，都会で働くでしょう．さらに優秀
なら首都のマニラに行く．もっと優秀な人はフィ
リピンを出て，ニューヨークに行くかもしれな
い．東京に来るかもしれない，ロンドンに行くか
もしれない．決して農村には帰らない．おカネも
そうです．かつては東京の貯蓄は金融機関を通じ
て地方の開発に充てられました．ところが，上海
の貯蓄は，おそらく国内に回るのではなく，世界
中の債券や株式，不動産に向けて駆け回っていま
す．農村のお金も地元にとどまらず，世界中，具
体的にはメガリージョンの中をぐるぐる回ること
になります．
これまでお話ししたように，アジアの人口動態
は，都市と地方・農村の格差が広がるように作用
しています．21世紀において，国レベルの経済成
長が，地域間所得格差を是正するというのは楽観
的な見方です．
ところが，都市は，あくまで国の一部ですから，
なんらかの形で地方経済を引き上げ，地方社会を
支える役目を果たさなくてはいけません．財政が
その役目を担いますが，そこに新しい政治問題が
出てくるのです．
都市が成長していくためには国際競争力の強化
が必要です．そのためにはどのような政策が必要
となるでしょうか．たとえば税制でいえば，法人
税あるいは個人所得税の引き下げが有効です．法
人税を低水準にとどめることで企業の国外流出を
防げるし，外国企業を誘致できるからです．また
優秀な人材の流出抑制と誘引についても所得税も
低い方が望ましいでしょう．消費税も，消費市場
のことを考えれば低いほうがよい．つまり都市の
国際競争力強化策には減税がスタンダードです．
わが国の安倍政権もこのような施策を検討してい
ます．
ところが，都市と地方・農村の経済格差を是正

し，また国民が安心して暮らせる社会を構築する
ためには，地方に道路や病院の建設費用が必要で
すし，高齢者の生活を支えるためには年金制度や
医療制度を充実させなければなりません．これは
増税を要する施策です．安倍政権は，国家強靭プ
ロジェクトと社会保障の充実を掲げています．
減税中心の都市競争力強化策と，増税中心の格

差是正策とは両立するのでしょうか．
これを両立する手段として国債発行がありま

す．現在の施策の費用を増税ではなく，借り入れ
によって賄うのです．家計でいえば借金をするわ
けです．
日本では，国債の発行に頼り続けた結果，現在，

国の借金はGDPの220％と世界的に突出した高水
準にあります．しかし，途上国や新興国には，こ
のような国債発行は不可能です．新興国・途上国
の借金の上限は，EUの財政規律であるGDPの
60％とみるのが一般的です．したがって，都市の
競争力強化のための減税措置を取る限り，社会保
障やインフラの整備は遅れる可能性があります．
ここに都市競争力強化策と，全土を対象とした

社会開発政策計画が対立します．都市に住む富裕
層は減税を望み，地方・農村に住む人は社会開発
の充実を求めます．このような対立を巡って政治
社会は不安定化するのです．近年，タイやマレー
シアで起こっている政治不安の根っこには，この
ような問題があります．
さて，高齢化の対策の一つとして，出生率の改

善させる，いわゆる少子化対策があります．たし
かに，出生率が上昇すれば，高齢化率の上昇のス
ピードは幾分緩和されますが，高齢化問題の抜本
的な解決になるわけではありません．なぜなら，
子どもはある年齢に達するまでは，働くことがで
きず，親や社会が支える存在です．したがって，
出生率の上昇は，当面の間，社会が支えなければ
いけない人口を増やします．このなかでは高齢社
会を支える財源はよりいっそう制限されます．
たとえば，極端な例ですが，日本の合計特殊出

生率が突然に2.3くらいに上昇したとします．ど
んなことが起こるでしょうか．実は，出生率が現
在のように低い場合に比べて，2040年頃まで社会
が支える人口比率は高くなります．若い人達は，
高齢社会を支える一方で，自分達の子どもを養う
という負担がのしかかるのです．少子化対策を強
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調する人は，若い人達にそのような負担を強いて
いることを意識すべきです．これは新興国・途上
国も同様です．
私は，高齢化対策として一番重要なことは，い
つまでの働ける環境を整えることだと考えていま
す．日本の高齢化率は20％をすでに超えています
が，それがやがて30％，40％になるといわれてい
ます．このような状況は，人類史上初めてのこと
に違いありません．私は，パラダイムの転換が必
要だと思うのです．
そのキーワードは，一生現役だと思います．
単に，定年を引き上げろといいているのではあ
りません．むしろ，会社の定年はそのままにして，
会社を離れても，働き口を見つられる社会を作り
出すべきだと思います．もちろん，そのためには，
制度の見直しなど工夫が必要になるでしょう．た
とえば，一日8時間の就業が困難なら，何人かで

仕事を分担できるようなシステムを作る必要があ
ります．
また，働くというのは，何も所得を得る行為に

限りません．ボランティアもその範疇に入りま
す．ボランティアで活動することで，地域の行政
負担を軽減できでしょう．そういう人達が一人で
も増える社会を形成するように，私たちは努力し
なければならないと思います．
そういう社会を作っていくことを，今から一生

懸命考えることが必要です．新しい社会の形成に
は，試行錯誤の時間が必要です．早く取り組むべ
きです．小手先のことだけでは高齢化対策はうま
くいきません．
時間がオーバーしましたので，質問があればお

話しすることにして，これで終わります．どうも
ありがとうございました．
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